
1 

 

ＶＦＭの活用状況について 

 

■地方公共団体のＰＦＩ導入適否判断におけるＶＦＭ達成基準例 
 

・ＰＦＩ導入適否の判断は、まず第一段階にＰＦＩ導入検討の対

象事業とするかがあり、第二段階として、ＰＦＩ導入検討結果

として、ＰＦＩ方式で実施するか、の２段階がある。これらの

判断基準に、ＶＦＭの達成が前提となっている事例がある。あ

らかじめＶＦＭの達成が見込める案件を一定の判断基準で抽出

し、その詳細な検討の結果、一定程度のＶＦＭ達成が見込める

案件についてＰＦＩ方式の適用を行っている。 

・なお、ＰＦＩ方式適用外となった場合は、従来方式等、その他

の事業方式での事業実施が行われているものと考えられる。 

 

○ＰＦＩ導入適否判断におけるＶＦＭ達成基準例 

・仙台市ＰＦＩ活用指針では、ＰＦＩ導入検討候補事業として、

下記の基準を提示している。 

 

1. 施設の新築・改築等を内容とし、かつ、施設整備に要する

経費が 10 億円以上の事業 

2. 施設整備費に維持管理費運営費（15 年分）に要する経費

を加えた総事業費が 30 億円以上の事業 

 

・仙台市では、ＰＦＩ導入検討にあたってのＶＦＭの達成基準を、

「最低でも『３％以上かつ現在価値換算後１億円以上』見込ま

れる」こととしている。その理由としては、ＰＦＩ導入により

市側でもサービス提供開始までに少なくとも１億円程度の経費

（アドバイザー経費、人件費等）を要するため、サービス購入
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型の標準的な事業の場合、市が上記の１億円程度の経費を回収

するためには、少なくとも 30 億円以上の事業規模、３％以上の

ＶＦＭ確保が必要と試算している。 

・仙台市と類似の基準を導入している例としては、新潟市（建設

費 10 億円以上、維持管理・運営費年間１億円以上）や島根県（設

計建設費 10 億円以上）などが挙げられる。 

 

表 仙台市における活用状況 
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（出典：仙台市ＰＦＩ活用方針（第３版）） 


